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○災害対策基本法（昭和三十六年十一月十五日法律第二百二十三号） 
 

（都道府県防災会議の組織） 

第十五条 都道府県防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、当該都道府県の知事をもつて充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者をもつて充てる。 

一 当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長又はその指名す

る職員 

二 当該都道府県を警備区域とする陸上自衛隊の方面総監又はその指名する部隊若しくは

機関の長 

三 当該都道府県の教育委員会の教育長 

四 警視総監又は当該道府県の道府県警察本部長 

五 当該都道府県の知事がその部内の職員のうちから指名する者 

六 当該都道府県の区域内の市町村の市町村長及び消防機関の長のうちから当該都道府県

の知事が任命する者 

七 当該都道府県の地域において業務を行なう指定公共機関又は指定地方公共機関の役員

又は職員のうちから当該都道府県の知事が任命する者 

６ 都道府県防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、当該都道府県の職員、当該都道府県の区域内の

市町村の職員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のあ

る者のうちから、当該都道府県の知事が任命する。 

８ 前各項に定めるもののほか、都道府県防災会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政

令で定める基準に従い、当該都道府県の条例で定める。 

 

（市町村防災会議）  

第十六条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画の作成及びその実施の推進のた

め、市町村防災会議を置く。  

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村防災会

議を設置することができる。  

３ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときその他市町村防災

会議を設置することが不適当又は困難であるときは、第一項の規定にかかわらず、市町村

防災会議を設置しないことができる。  

４ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととするとき（第二項の規

定により市町村防災会議を共同して設置したときを除く。）は、都道府県知事に協議しな

ければならない。  

５ 都道府県知事は、前項の規定による協議に際しては、当該都道府県防災会議の意見を聴

かなければならない。 

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準

じて、当該市町村の条例（第二項の規定により設置された市町村防災会議にあつては、規

約）で定める。  

 

参考資料４ 
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（都道府県地域防災計画） 

第四十条 都道府県防災会議は、防災基本計画に基づき、当該都道府県の地域に係る都道府

県地域防災計画を作成し、及び毎年都道府県地域防災計画に検討を加え、必要があると認

めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、当該都道府県地域防災

計画は、防災業務計画に抵触するものであつてはならない。 

２ 都道府県地域防災計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

一 当該都道府県の地域に係る防災に関し、当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄す

る指定地方行政機関、当該都道府県、当該都道府県の区域内の市町村、指定公共機関、

指定地方公共機関及び当該都道府県の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管

理者の処理すべき事務又は業務の大綱 

二 当該都道府県の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及

び訓練その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び

伝達、避難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関

する事項別の計画 

三 当該都道府県の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、

物資、資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

四 前各号に掲げるもののほか、当該都道府県の地域に係る防災に関し都道府県防災会議

が必要と認める事項 

３ 都道府県防災会議は、第一項の規定により都道府県地域防災計画を作成し、又は修正し

たときは、速やかにこれを内閣総理大臣に報告するとともに、その要旨を公表しなければ

ならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定により都道府県地域防災計画について報告を受けたときは、

中央防災会議の意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該都道府県防災会議

に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

 

第四十一条 都道府県が他の法令の規定に基づいて作成し、又は協議する次に掲げる防災に

関する計画又は防災に関連する計画の防災に関する部分は、防災基本計画、防災業務計画

又は都道府県地域防災計画と矛盾し、又は抵触するものであつてはならない。 

一 水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第七条第一項及び第三項に規定する都道府

県の水防計画並びに同法第三十二条第一項に規定する指定管理団体の水防計画 

二 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第四条第一項に規定する離島振興計画 

三 海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第二条の三第一項の海岸保全基本計画 

四 地すべり等防止法（昭和三十三年法律第三十号）第九条に規定する地すべり防止工事

に関する基本計画 

五 活動火山対策特別措置法（昭和四十八年法律第六十一号）第三条第一項に規定する避

難施設緊急整備計画並びに同法第八条第一項に規定する防災営農施設整備計画、同条第

二項に規定する防災林業経営施設整備計画及び同条第三項に規定する防災漁業経営施設

整備計画 

六 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に

関する法律（昭和五十五年法律第六十三号）第二条第一項に規定する地震対策緊急整備

事業計画 

七 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第三条第一項に規定する半島振興計画 

八 前各号に掲げるもののほか、政令で定める計画 
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（市町村地域防災計画）  

第四十二条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあつては、当該市町村

の市町村長。以下この条において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町 村の地域

に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要が

あると認めるときは、これを修正しなければならない。この場 合において、当該市町村地

域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災計画

に抵触するものであつてはならない。  

２ 市町村地域防災計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。  

一 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団

体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱  

二 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び

訓練その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝

達、避難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関す

る事項別の計画  

三 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、

物資、資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画  

四 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の地域に係る防災に関し市町村防災会議が必

要と認める事項  

３ 市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正しよう

とするときは、あらかじめ、都道府県知事に協議しなければならない。この場合において、

都道府県知事は、都道府県防災会議の意見をきかなければならない。  

４ 市町村防災会議は、第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したと

きは、その要旨を公表しなければならない。  

５ 第二十一条の規定は、市町村長が第一項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又

は修正する場合について準用する。  

 

（市町村相互間地域防災計画）  

第四十四条 市町村防災会議の協議会は、防災基本計画に基づき、当該地域に係る市町村相

互間地域防災計画を作成し、及び毎年市町村相互間地域防災計画に検討を加え、 必要があ

ると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、当該市町村相互

間地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都 道府県の都道府県地域防災

計画に抵触するものであつてはならない。  

２ 市町村相互間地域防災計画は、第四十二条第二項各号に掲げる事項の全部又は一部につ

いて定めるものとする。  

３ 第四十二条第三項の規定は、第一項の規定により市町村防災会議の協議会が、市町村相

互間地域防災計画を作成し、又は修正しようとする場合について準用する。  

４ 市町村防災会議の協議会は、第一項の規定により市町村相互間地域防災計画を作成し、

又は修正したときは、その要旨を公表しなければならない。  
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○都市計画法（昭和四十三年六月十五日法律第百号） 
 

（区域区分） 

第七条 都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るため必要が

あるときは、都市計画に、市街化区域と市街化調整区域との区分（以下「区域区分」とい

う。）を定めることができる。ただし、次に掲げる都市計画区域については、区域区分を定

めるものとする。 

一 次に掲げる土地の区域の全部又は一部を含む都市計画区域 

イ 首都圏整備法第二条第三項に規定する既成市街地又は同条第四項に規定する近郊整

備地帯 

ロ 近畿圏整備法第二条第三項に規定する既成都市区域又は同条第四項に規定する近郊

整備区域 

ハ 中部圏開発整備法第二条第三項に規定する都市整備区域 

二 前号に掲げるもののほか、大都市に係る都市計画区域として政令で定めるもの 

２ 市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね十年以内に優先的かつ計

画的に市街化を図るべき区域とする。 

３ 市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域とする。 

 

（市町村の都市計画に関する基本的な方針） 

第十八条の二 市町村は、議会の議決を経て定められた当該市町村の建設に関する基本構想

並びに都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に即し、当該市町村の都市計画に関する

基本的な方針（以下この条において「基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針を定めようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市町村は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、都道府県知

事に通知しなければならない。 

４ 市町村が定める都市計画は、基本方針に即したものでなければならない。 

 

（市町村の都市計画の決定） 

第十九条 市町村は、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれ

ていないときは、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の議を経て、

都市計画を決定するものとする。 

２ 市町村は、前項の規定により都市計画の案を市町村都市計画審議会又は都道府県都市計

画審議会に付議しようとするときは、第十七条第二項の規定により提出された意見書の要

旨を市町村都市計画審議会又は都道府県都市計画審議会に提出しなければならない。 

３ 市町村は、都市計画区域又は準都市計画区域について都市計画（都市計画区域について

定めるものにあつては区域外都市施設に関するものを含み、地区計画等にあつては当該都

市計画に定めようとする事項のうち政令で定める地区施設の配置及び規模その他の事項に

限る。）を決定しようとするときは、あらかじめ、都道府県知事に協議し、その同意を得な

ければならない。 

４ 都道府県知事は、一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る観点又は都道

府県が定め、若しくは定めようとする都市計画との適合を図る観点から、前項の協議を行

うものとする。 
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５ 都道府県知事は、第三項の協議を行うに当たり必要があると認めるときは、関係市町村

に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

 

（開発許可の基準） 

第三十三条  都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る開発

行為が、次に掲げる基準（第四項及び第五項の条例が定められているときは、当該条例で

定める制限を含む。）に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律又はこの法律に基

づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をしなければならない。 

一～七 （略） 

八 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは特定工

作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為以

外の開発行為にあつては、開発区域内に建築基準法第三十九条第一項の災害危険区域、

地すべり等防止法 （昭和三十三年法律第三十号）第三条第一項の地すべり防止区域、土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年法律第五

十七号）第八条第一項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定める開発行為を行うのに

適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況

等により支障がないと認められるときは、この限りでない。 

九～十四 （略） 

２～８ （略） 
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○都市計画法施行令（昭和四十四年六月十三日政令第百五十八号） 
 

（都市計画基準） 

第八条 区域区分に関し必要な技術的基準は、次に掲げるものとする。 

一 既に市街地を形成している区域として市街化区域に定める土地の区域は、相当の人口

及び人口密度を有する市街地その他の既成市街地として国土交通省令で定めるもの並び

にこれに接続して現に市街化しつつある土地の区域とすること。 

二 おおむね十年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域として市街化区域に定

める土地の区域は、原則として、次に掲げる土地の区域を含まないものとすること。 

イ 当該都市計画区域における市街化の動向並びに鉄道、道路、河川及び用排水施設の

整備の見通し等を勘案して市街化することが不適当な土地の区域 

ロ 溢水、湛水、津波、高潮等による災害の発生のおそれのある土地の区域 

ハ 優良な集団農地その他長期にわたり農用地として保存すべき土地の区域 

ニ 優れた自然の風景を維持し、都市の環境を保持し、水源を涵養し、土砂の流出を防

備する等のため保全すべき土地の区域 

三 区域区分のための土地の境界は、原則として、鉄道その他の施設、河川、海岸、崖そ

の他の地形、地物等土地の範囲を明示するのに適当なものにより定めることとし、これ

により難い場合には、町界、字界等によること。 

２ 用途地域には、原則として、次に掲げる土地の区域を含まないものとする。 

一 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号）第八条第二項第一

号に規定する農用地区域又は農地法 （昭和二十七年法律第二百二十九号）第五条第二項

第一号 ロに掲げる農地若しくは採草放牧地の区域 

二 自然公園法第二十条第一項 に規定する特別地域、森林法 （昭和二十六年法律第二百

四十九号）第二十五条 又は第二十五条の二 の規定により指定された保安林の区域その

他これらに類する土地の区域として国土交通省令で定めるもの 

 

 

 

 

 

○建築基準法（昭和二十五年五月二十四日法律第二百一号） 
 

（災害危険区域） 

第三十九条  地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害

危険区域として指定することができる。 

２ 災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建築の禁止その他建築物の建築に関

する制限で災害防止上必要なものは、前項の条例で定める。 


